
国民健康保険特別会計



所得割

均等割

平等割

課税限度額

R2/H30 R2/R1

療養給付費 1,945,266,792 92.4% 2,054,294,148 105.6% 1,939,086,819 99.7% 94.4%

療養費 21,612,516 109.6% 20,092,540 93.0% 18,322,369 84.8% 91.2%

高額 299,369,464 88.3% 318,767,345 106.5% 310,280,149 103.6% 97.3%

計 2,266,248,772 92.0% 2,393,154,033 105.6% 2,267,689,337 100.1% 94.8%

療養給付費 15,078,990 43.9% 2,792,419 18.5% 44,555 0.3% 1.6%

療養費 179,420 34.1% 9,716 5.4% 0 0.0% 0.0%

高額 2,352,337 41.4% 331,086 14.1% 0 0.0% 0.0%

計 17,610,747 43.5% 3,133,221 17.8% 44,555 0.3% 1.4%

療養給付費 1,960,345,782 91.6% 2,057,086,567 104.9% 1,939,131,374 98.9% 94.3%

療養費 21,791,936 107.6% 20,102,256 92.2% 18,322,369 84.1% 91.1%

高額 301,721,801 87.5% 319,098,431 105.8% 310,280,149 102.8% 97.2%

小計 2,283,859,519 91.2% 2,396,287,254 104.9% 2,267,733,892 99.3% 94.6%

審査支払 7,130,533 98.7% 7,237,692 101.5% 6,463,023 90.6% 89.3%

出産 7,560,000 86.0% 8,400,000 111.1% 8,820,000 116.7% 105.0%

3,337,673,071 97.10%300

9,962,381 － 2,412,944,946 － 953,045,638 － 24,344,317 － 37,218,634 － 530 3,437,516,446 －

前年比金額 前年比 金額 前年比 金額

歳出

R１

合計

金額 前年比金額 前年比

総務費 保険給付費
その他

9,765,122 98.02% 2,283,947,593 94.65% 997,101,623 104.62% 22,097,495 90.77% 24,760,938 66.53%

金額 前年比

諸支出金

前年比 金額

国民健康保険税
その他

766,874,741 102.07% 110,186,079 110.65% 5,425,939 95.25% 2,440,276,000 97.10% 163,444,22290.25%

令和２年度　白石町国民健康保険特別会計決算資料（総括）
住民課　保険係

63万円 19万円 17万円 99万円

保険給付費の状況（保険者負担分）

H30 R1 R2

保険給付費（円） 前年度比 保険給付費（円） 前年度比 保険給付費（円）
前年度（前々年度）比

25,900円 7,400円 9,900円 43,200円

9,800円 5,200円 49,100円

71.8% 82.4%

34,100円

国民健康保険税率

医療分 後期高齢者支援分 介護分 計

9.55% 2.65% 2.22% 14.42%

一般

退職

計

葬祭 1,170,000 173.3% 1,020,000 87.2% 840,000

国民健康保険事業費納付金 保健事業費

金額 前年比 金額 前年比

収納率 金額

合計

98.27%

金額前年比 前年比

91.96%

金額 前年比

歳入総額 3,486,447,101 円 歳出総額 3,337,673,071 円

歳入総額－歳出総額 148,774,030 円
傷病手当金

－ 2,513,095,000 －751,338,764 － 89.49% 99,576,816 － －177,727,923 －

0 － 0 － 90,678 － －

被保険者数（年間平均）

依存財源

他会計繰入金

　令和２年度国民健康保険特別会計は、歳入総額　３，４８６，４４７，１０１円、歳出総額　３，３３７，６７３，０７１円、差引　１４８，７７４，０３０円の黒字決算となっています。しかしながら、前年度からの繰越金及び令和３年度予算により精算予定の国保被保険者に対する「保険給付費」の実

績額に基づく「保険給付費等交付金」の返還金等を調整した単年度実質収支は、１４，７４２，１７５円の黒字となり、昨年度単年度実質収支額から黒字額が１２，７３８，９６４円縮小となりました。

　平成３０年度より国民健康保険事業に県が参画し、佐賀県全体による広域化がなされ市町における国保特別会計の科目が刷新しています。県が国保財政運営の責任主体となり、各市町の「保険給付費」に必要な費用の「全額」を市町に対し「保険給付費等交付金（県支出金）」とし

て交付されています。またその原資の一部として、県内市町は、「国民健康保健事業費納付金」として県に納付し、その納付額は、保険税収納必要額（医療給付費－公費等による収入額）を市町ごとの医療費水準と所得水準等で按分し決定されています。

　　国民健康保険加入者の医療費に対する給付である上記「保険給付費」の令和２年度総額については、２，２８３，９４７，５９３円と前年度比９４．６５％であり、新型コロナウイルス対策の特別措置法に基づく措置（緊急事態宣言等）や県内での感染拡大を受けての受診控えが影響して

いるものと思われます。

　保健事業は、特定健診、人間ドック、脳ドックが主な事業で、２２，０９７，４９５円の支出となっており、事業の取り組みにより発症の早期発見と重篤症状の早期治療に結びつけることが医療費抑制のカギといえます。

　諸支出金は、２４，７６０，９３８円で内訳の主なものは、令和元年度の療養給付費等負担金（普通交付金）の実績確定に伴う返還金で、１８，３２６，５５８円となります。

　歳入において、唯一の自主財源である国民健康保険税による税収は、７６６，８７４，７４１円となり、前年度比１０２．０７％ １５，５３５，９７７円の増となりました。新型コロナワクチン接種率の上昇に伴い、徐々に経済は回復の兆しを見せておりますが、保険給付費、国民健康保険税の税

収がどのように推移するか注視して、今後の国民健康保険税の税率変更について見誤ることの無きよう慎重に検討して参ります。

6,106 人6,204 人6,408 人

267,719R１ 3,547,702,525

歳入

240,120 3,486,447,101

自主財源

繰越金 諸収入 国県支出金

5,696,303

計 2,299,720,052 90.9% 2,412,944,946 104.9% 2,283,947,593 99.3% 94.7%

一人当たり給付費 356,408 円 386,249 円 371,394 円

300,000

320,000

340,000

360,000

380,000

400,000

2,150,000

2,200,000

2,250,000

2,300,000

2,350,000

2,400,000

2,450,000

2,500,000

2,550,000

円

千
円

年度

保険給付費の状況

総給付費（千円） 1人当たり給付費

6,924 

6,655 

6,408 

6,204 

6,106 

H28 H29 H30 R1 R2

被保険者数（年間平均）

自主財源30.01%

依存財源69.99%

国民健康保険税, 
22.00%

繰入金, 4.69%

繰越金, 3.16%

国・県支出金, 69.99%

その他, 0.16%

歳入

総務費, 0.30%

保険給付費, 68.43%

国民健康保健事業

費納付金, 29.87%

保健事業費, 0.66%

諸支出金, 0.74%

歳出
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単位：千円

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （ ）

第 章 第 節

１　事業概要

２　事業実績
○一般被保険者医療給付分

○一般被保険者後期高齢者支援金分

○一般被保険者介護納付金分

○一般被保険者合計

年度 令和２年度 会計 国民健康保険特別会計　歳入

款 1 項 1 目 1
細事業名 一般被保険者国民健康保険税 所属

住民課

目   名   称 一般被保険者国民健康保険税
保険係

財 源 内 訳
決算書頁

決算額

2 4

5～6
（予算額） 734,580

白石町総合計画 基本計画
健やかで安心できるやさしいまち　【保健・福祉の充実】

基本計画
社会保障の充実

（人と大地がうるおい輝く豊穣のまち）

766,751
国庫 県費 地方債 その他 一般財源

16,317,969

現年分

現年分

764,187,200 743,585,407

現年分

　国民健康保険制度は、昭和３２年度に国が定めた国民皆保険制度に基づき、被用者保険（いわゆる社会保険）を補完するため制度化された。現在は、社
会保険被保険者資格を喪失した住民の受け皿として、保険制度の根幹を担っており、社会保障を支える重要な制度であるが、給付費の増加により健全な
財政運営が困難となっている。この状況の中、国民健康保険税の適切な確保は必須である。
　国民健康保険税のうち、一般被保険者保険税の収納状況については次のとおり。

41,593,771 28.05% 261,265

（単位：円）

区分 調定額 収入済額 収入未済額 収納率 不納欠損額

収入未済額 収納率 不納欠損額
545,818,300 531,435,719 14,382,581 97.36% 0

区分
現年分

滞納繰越分

調定額 収入済額

58,173,005

76,416

区分 調定額 収入済額 収入未済額 収納率 不納欠損額

155,386,500 151,305,226 4,081,274 97.37% 0
滞納繰越分 16,491,974 4,598,757 11,816,801 27.88%

不納欠損額

62,982,400 60,844,462 2,137,938 96.61% 0
滞納繰越分 9,848,021 2,248,569 7,586,933 22.83%

（単位：円）

（単位：円）

（単位：円）

計 848,700,200 766,750,702 81,599,298 90.34% 350,200

20,601,793 97.30% 0
滞納繰越分 84,513,000 23,165,295 60,997,505 27.41% 350,200

12,519

区分 調定額 収入済額 収入未済額 収納率



単位：千円

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （ ）

第 章 第 節

１　事業概要

２　事業実績
○退職被保険者医療給付分

○退職被保険者後期高齢者支援金分

○退職被保険者介護納付金分

○退職被保険者合計

年度 令和２年度 会計 国民健康保険特別会計　歳入

款 1 項 1 目 2
細事業名 退職被保険者国民健康保険税 所属

住民課

目   名   称 退職被保険者国民健康保険税
保険係

財 源 内 訳
決算書頁

決算額
6

（予算額） 403
白石町総合計画 基本計画

健やかで安心できるやさしいまち　【保健・福祉の充実】
基本計画

社会保障の充実
（人と大地がうるおい輝く豊穣のまち）

124
国庫 県費 地方債 その他 一般財源

2 4

（単位：円）
区分 調定額 収入済額 収入未済額 収納率 不納欠損額

滞納繰越分 648,657 77,122 347,461 11.89% 224,074
現年分 0 0 0 0.00% 0

現年分 0 0 0 0.00% 0

（単位：円）
区分 調定額 収入済額 収入未済額 収納率 不納欠損額

（単位：円）
区分 調定額 収入済額 収入未済額 収納率 不納欠損額

滞納繰越分 186,423 21,639 101,910 11.61% 62,874

滞納繰越分 205,872 25,278 112,042 12.28% 68,552
現年分 0 0 0 0.00% 0

現年分 0 0 0 0.00% 0

（単位：円）
区分 調定額 収入済額 収入未済額 収納率 不納欠損額

計 1,040,952 124,039 561,413 11.92% 355,500
滞納繰越分 1,040,952 124,039 561,413 11.92% 355,500

　国民健康保険制度は、昭和３２年度に国が定めた国民皆保険制度に基づき、被用者保険（いわゆる社会保険）を補完するため制度化された。現在は、社
会保険被保険者資格を喪失した住民の受け皿として、保険制度の根幹を担っており、社会保障を支える重要な制度であるが、給付費の増加により健全な
財政運営が困難となっている。この状況の中、国民健康保険税の適切な確保は必須である。
　国民健康保険税のうち、退職被保険者保険税の収納状況については次のとおり。なお、令和２年３月末をもって退職被保険者がいなくなるため、令和２
年度より現年課税はなくなる。

- 113 -



- 114 -
単位：千円

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （ ）

第 章 第 節

県費　普通交付金
１　事業概要

２　事業実績

3 事業効果
一般被保険者の医療費負担軽減に資している。

年度 令和２年度 会計 国民健康保険特別会計

款 2 項 1 目 1
細事業名 一般被保険者療養給付費 所属

住民課

目   名   称 一般被保険者療養給付費
保険係

財 源 内 訳
決算書頁

決算額
0 13

（予算額） 2,026,928
白石町総合計画 基本計画

健やかで安心できるやさしいまち　【保健・福祉の充実】
基本計画

社会保障の充実
（人と大地がうるおい輝く豊穣のまち）

1,939,087
国庫 県費 地方債 その他 一般財源

1,939,087

2 4

　一般被保険者が疾病、負傷のため、自己の選定する保険医療機関または保険薬局に被保険者証を提示して療養を受けたことに対して、療養費用の７割
分を保険医療機関に支払った。
※保険者負担割合　０歳～未就学児は８割、就学児～６９歳は７割、７０歳～７４歳は８割（現役並み所得者は７割）
　国民健康保険の県広域化により平成３０年度から、支出した額の全額を保険給付費等交付金として県から交付されている。

区　　分
年平均被保険者数

保険者負担分
月平均支出額

一人当たり支出額

（人）
（千円）

6,944 6,823 6,678 6,655 6,408

（円）

平成２９年度 平成３０年度
7,120

1,854,428
154,536
260,453

（千円）
1,887,804 1,925,625 1,969,980 2,104,776

平成２５年度 令和２年度
6,105

1,939,087
161,591
317,623271,861 282,226 294,996 316,270 303,569

令和元年度
6,204

2,054,294
171,191
331,124

1,945,267
157,317 160,469 164,165 175,398 162,106

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度



単位：千円

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （ ）

第 章 第 節

県費　普通交付金
１　事業概要

２　事業実績

3 事業効果
退職被保険者の医療費負担軽減に資している。

　退職被保険者が疾病、負傷のため、自己の選定する保険医療機関または保険薬局に被保険者証を提示して療養を受けたことに対して、療養費用の７割
分を保険医療機関に支払った。なお、令和２年３月末をもって退職被保険者がいなくなるため、令和２年度よりレセプト請求の過誤、月遅れなどによる請求
を除き、退職被保険者への給付はなくなる。
※保険者負担割合　０歳～未就学児は８割、就学児～６９歳は７割、７０歳～７４歳は８割（現役並み所得者は７割）
　国民健康保険の県広域化により平成３０年度から、支出した額の全額を保険給付費等交付金として県から交付されている。

一人当たり支出額 （円） 310,190 262,518 313,090 264,870 243,340 251,320 214,769

34,311 15,079 2,792
月平均支出額 （千円） 13,054 10,348 9,810 5,430 2,859
保険者負担分 （千円） 156,646 124,171 117,722 65,158

1,257 233

令和元年度
年平均被保険者数 （人） 505 473 376 246 141 60 13

2 4

区　　分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

住民課

目   名   称 退職被保険者等療養給付費
保険係

財 源 内 訳
決算書頁

決算額
0 13

（予算額） 600

45
国庫 県費 地方債 その他 一般財源

45

令和２年度
1

45
45

44,555

年度 令和２年度 会計 国民健康保険特別会計

款 2 項 1 目 2
細事業名 退職被保険者等療養給付費 所属

白石町総合計画 基本計画
健やかで安心できるやさしいまち　【保健・福祉の充実】

基本計画
社会保障の充実

（人と大地がうるおい輝く豊穣のまち）
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単位：千円

（ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （ ）

第 章 第 節

県費　普通交付金
１　事業概要

２　事業実績

3 事業効果
一般被保険者の高額療養費にかかる負担減に資している。

単位：千円

（ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （ ）

第 章 第 節

１　事業概要

２　事業実績

3 事業効果
退職被保険者の高額療養費にかかる負担減に資している。

年支出額総額 （千円） 251,203

令和元年度

2 4

区　　分

その他 一般財源

0

　退職被保険者が疾病、負傷のため、自己の選定する保険医療機関または保険薬局に被保険者証を提示して療養を受け、その費用が高額とな
り、一定額（世帯の所得状況により、６９歳未満５段階、７０歳以上７４歳未満６段階に設定された区分毎の自己負担限度額）以上を負担した場合
にその対象額を支給した。
　国民健康保険の県広域化により平成３０年度から、支出した額の全額を保険給付費等交付金として県から交付されている。なお、令和２年３月
末をもって退職被保険者がいなくなるため、令和２年度よりレセプト請求の過誤、月遅れなどによる請求を除き退職被保険者への給付はなくなる。

246,682 275,213 293,427 339,031 299,244

194 28
年支出額総額 （千円） 27,363 33,374 22,103 23,086 10,264 2,332
月平均支出額 （千円） 2,280 2,781 1,842 1,924 855

331

保険係

財 源 内 訳
決算書頁

決算額

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

0 14
（予算額） 200

白石町総合計画 基本計画
健やかで安心できるやさしいまち　【保健・福祉の充実】

基本計画
社会保障の充実

（人と大地がうるおい輝く豊穣のまち）

0
国庫 県費 地方債

年度 令和２年度 会計 国民健康保険特別会計

款 2 項 2 目

318,745

2
細事業名 退職被保険者高額療養費 所属 住民課

目   名   称 退職被保険者等高額療養費

28,253 24,937
令和元年度

2 4

区　　分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

　一般被保険者が疾病、負傷のため、自己の選定する保険医療機関または保険薬局に被保険者証を提示して療養を受け、その費用が高額とな
り、一定額（世帯の所得状況により、６９歳未満５段階、７０歳以上７４歳未満６段階に設定された区分毎の自己負担限度額）以上を負担した場合
にその対象額を支給した。
　国民健康保険の県広域化により平成３０年度から、支出した額の全額を保険給付費等交付金として県から交付されている。

26,562月平均支出額 （千円） 20,934 20,557 22,934 24,452

（人と大地がうるおい輝く豊穣のまち）

住民課

目   名   称 一般被保険者高額療養費
保険係

財 源 内 訳
決算書頁

決算額
0 14

（予算額） 314,714

310,248
国庫 県費 地方債 その他 一般財源

310,248

令和２年度
25,854

310,248

令和２年度
0
0

年度 令和２年度 会計 国民健康保険特別会計

款 2 項 2 目 1
細事業名 一般被保険者高額療養費 所属

白石町総合計画 基本計画
健やかで安心できるやさしいまち　【保健・福祉の充実】

基本計画
社会保障の充実



単位：千円

（ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （ ）

第 章 第 節

その他の財源　一般会計繰入金
１　事業概要

２　事業実績

3 事業効果
被保険者の出産時の費用及び育児にかかる負担の軽減に資している。

単位：千円

（ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （ ）

第 章 第 節

１　事業概要

　死亡した被保険者の「葬祭を行った者」に対して支給した。（平成３０年度より１件当たり３万円）

２　事業実績

3 事業効果
被保険者が死亡したとき、葬祭を行った者が負担した葬祭費費用にかかる負担の軽減に資している。

給付件数 （件） 39 34
区　　分 平成３０年度 令和元年度

年支出額総額 （千円） 1,170 1,020

白石町総合計画 基本計画
健やかで安心できるやさしいまち　【保健・福祉の充実】

基本計画
社会保障の充実

（人と大地がうるおい輝く豊穣のまち）

840
国庫 県費 地方債 その他 一般財源

2 4

所属 住民課

目   名   称 葬祭費
保険係

財 源 内 訳
決算書頁

決算額

款 2 項 5 目 1

840 15
（予算額） 1,350

7,560 8,400

年度 令和２年度 会計 国民健康保険特別会計

年支出額総額 （千円）

令和元年度
給付件数 （件） 18 20

2 4

　妊娠４ヶ月を超える被保険者の出産に際し、安心して出産育児ができるよう、出産育児一時金を給付した。
　なお、出産育児一時金の支給基準額（４０．４万円（産科医療補償制度に加入している分娩機関での制度対象分娩（在胎週数２２週に達した日以
後の出産（死産を含む。）をいう。）の場合は４２万円））の３分の２に相当する額は、一般会計から繰り出す事が定められている。

区　　分 平成３０年度

2,940 15
（予算額） 9,240

白石町総合計画 基本計画
健やかで安心できるやさしいまち　【保健・福祉の充実】

基本計画
社会保障の充実

（人と大地がうるおい輝く豊穣のまち）

8,820
国庫 県費 地方債 その他 一般財源

5,880

細事業名 出産育児一時金 所属 住民課

目   名   称 出産育児一時金
保険係

財 源 内 訳
決算書頁

決算額

年度 令和２年度 会計 国民健康保険特別会計

款 2 項 4 目 1

令和２年度
28

840

内　訳

１件当たり　３０千円

令和２年度
21

8,820

内　訳

１件当たり４２万円（産科医療補償加入の場合）

細事業名 葬祭費
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単位：千円

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （ ）

第 章 第 節

県費　特別交付金
１　事業概要

新型コロナウイルス感染症罹患等の影響で一定期間休職を余儀なくされた方々に対しその休職期間の収入減少による生活難を補填する目的で、

傷病手当金を支給することとなっている。

２　事業実績

3 事業効果
被保険者が感染した場合（発熱等の症状があり感染が疑われる場合を含む。）の休みやすい環境を整備することに寄与する。

年支出額総額 （円） 90,678

区　　分 令和２年度
給付件数 （件） 1

2 4

1 15
（予算額） 800

白石町総合計画 基本計画
健やかで安心できるやさしいまち　【保健・福祉の充実】

基本計画
社会保障の充実

（人と大地がうるおい輝く豊穣のまち）

91
国庫 県費 地方債 その他 一般財源

90

細事業名 傷病手当金 所属
住民課

目   名   称 傷病手当金
保険係

財 源 内 訳
決算書頁

決算額

年度 令和２年度 会計 国民健康保険特別会計

款 2 項 6 目 1



単位：千円

（ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （ ）

第 章 第 節

県費　特別交付金 その他の財源　一般会計繰入金
１　事業概要

２　事業実績

3 事業効果
保険給付費等交付金交付金及びその他国保事業の原資として扱われ、保険給付等により支出した額の全額の補填に利用される。

単位：千円

（ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （ ）

第 章 第 節

１　事業概要

２　事業実績

3 事業効果
保険給付費等交付金交付金及びその他国保事業の原資として扱われ、保険給付等により支出した額の全額の補填に利用される。

年度 令和２年度 会計 国民健康保険特別会計

款 3 項 1 目 1

109,017

細事業名 一般被保険者医療給付費分納付金 所属 住民課

目   名   称 一般被保険者医療給付費分
保険係

財 源 内 訳
決算書頁

決算額

2 4

　平成３０年度からの国保県広域化により、佐賀県の国保特別会計から交付される保険給付費等交付金の交付に要する費用その他国保事業に
要する費用に充てるため、県内市町は保健事業費納付金として県に納付しなければならない。額については保険税収納必要額（医療給付費－公
費等による収入額）を市町ごとの医療費水準と所得水準等で按分し決定される。

年　度 平成３０年度 令和元年度

532,193 16
（予算額） 743,170

白石町総合計画 基本計画
健やかで安心できるやさしいまち　【保健・福祉の充実】

基本計画
社会保障の充実

（人と大地がうるおい輝く豊穣のまち）

743,170
国庫 県費 地方債 その他 一般財源

101,960

年度 令和２年度 会計 国民健康保険特別会計

款 3 項 1 目 2
細事業名 退職被保険者等医療給付費分納付金 所属 住民課

目   名   称 退職被保険者等医療給付費分
保険係

財 源 内 訳
決算書頁

決算額

平成３０年度 令和元年度

2 4

1,485 16
（予算額） 1,486

白石町総合計画 基本計画
健やかで安心できるやさしいまち　【保健・福祉の充実】

基本計画
社会保障の充実

（人と大地がうるおい輝く豊穣のまち）

1,485
国庫 県費 地方債 その他 一般財源

令和２年度

743,170

令和２年度

1,485699

納付決定総額 （千円） 705,583 687,467

　平成３０年度からの国保県広域化により、佐賀県の国保特別会計から交付される保険給付費等交付金の交付に要する費用その他国保事業に
要する費用に充てるため、県内市町は保健事業費納付金として県に納付しなければならない。額については保険税収納必要額（医療給付費－公
費等による収入額）を市町ごとの医療費水準と所得水準等で按分し決定される。

年　度

納付決定総額 （千円） 3,462
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単位：千円

（ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （ ）

第 章 第 節

その他の財源　一般会計繰入金
１　事業概要

２　事業実績

3 事業効果
保険給付費等交付金交付金及びその他国保事業の原資として扱われ、保険給付等により支出した額の全額の補填に利用される。

単位：千円

（ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （ ）

第 章 第 節

１　事業概要

3 事業効果
保険給付費等交付金交付金及びその他国保事業の原資として扱われ、保険給付等により支出した額の全額の補填に利用される。

年度 令和２年度 会計 国民健康保険特別会計

款 3 項 2 目 1

28,935

細事業名 一般被保険者後期高齢者支援金等分納付金 所属 住民課

目   名   称 一般被保険者後期高齢者支援金等分
保険係

財 源 内 訳
決算書頁

決算額

4

　平成３０年度からの国保県広域化により、佐賀県の国保特別会計から交付される保険給付費等交付金の交付に要する費用その他国保事業に
要する費用に充てるため、県内市町は保健事業費納付金として県に納付しなければならない。額については保険税収納必要額（医療給付費－
公費等による収入額）を市町ごとの医療費水準と所得水準等で按分し決定される。

年　度 平成３０年度 令和元年度

151,824 16
（予算額） 180,760

白石町総合計画 基本計画
健やかで安心できるやさしいまち　【保健・福祉の充実】

基本計画
社会保障の充実

（人と大地がうるおい輝く豊穣のまち）

180,759
国庫 県費 地方債 その他 一般財源

納付決定総額 （千円） 188,751 193,693

年度 令和２年度 会計 国民健康保険特別会計

2

令和２年度

180,759

細事業名 退職被保険者等後期高齢者支援金等分納付金 所属 住民課

目   名   称 退職被保険者等後期高齢者支援金等分
保険係

財 源 内 訳
決算書頁

決算額

款 3 項 2 目 2

420 16
（予算額） 421

白石町総合計画 基本計画
健やかで安心できるやさしいまち　【保健・福祉の充実】

基本計画
社会保障の充実

（人と大地がうるおい輝く豊穣のまち）

420
国庫 県費 地方債 その他 一般財源

納付決定総額 （千円） 979 214

2 4

年　度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

420

　平成３０年度からの国保県広域化により、佐賀県の国保特別会計から交付される保険給付費等交付金の交付に要する費用その他国保事業に
要する費用に充てるため、県内市町は保健事業費納付金として県に納付しなければならない。額については保険税収納必要額（医療給付費－
公費等による収入額）を市町ごとの医療費水準と所得水準等で按分し決定される。なお、令和元年３月末をもって退職被保険者がいなくなるた
め、令和２年度より、原則納付金は発生しなくなる見込み。



単位：千円

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （ ）

第 章 第 節

その他の財源　一般会計繰入金
１　事業概要

２　事業実績

3 事業効果
保険給付費等交付金交付金及びその他国保事業の原資として扱われ、保険給付等により支出した額の全額の補填に利用される。

年度 令和２年度 会計 国民健康保険特別会計

款 3 項 3 目 1
細事業名 介護納付金分納付金 所属 住民課

目   名   称 介護納付金分
保険係

財 源 内 訳
決算書頁

決算額
61,419 16～17

（予算額） 71,268
白石町総合計画 基本計画

健やかで安心できるやさしいまち　【保健・福祉の充実】
基本計画

社会保障の充実
（人と大地がうるおい輝く豊穣のまち）

71,267
国庫 県費 地方債 その他 一般財源

9,848

納付決定総額 （千円） 82,333 70,973

2 4

　平成３０年度からの国保県広域化により、佐賀県の国保特別会計から交付される保険給付費等交付金の交付に要する費用その他国保事業に
要する費用に充てるため、県内市町は保健事業費納付金として県に納付しなければならない。額については保険税収納必要額（医療給付費－公
費等による収入額）を市町ごとの医療費水準と所得水準等で按分し決定される。

年　度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

71,267
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単位：千円

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （ ）

第 章 第 節

県費　特別交付金
１　事業概要

　国民健康保険における事業のうち、主な事業は給付であるが、給付は被保険者が傷病にかかったときの事業である。これに対して保健事業は、被保険者の疾病の発生

を未然に予防し、あるいは早期発見により重症化、長期化を抑制し、また、健康の保持増進を図ることを目的として実施した。

２　事業実績

特定健診委託料は特定健康診査等事業費より支出

３　事業効果
被保険者の健康増進及び疾病予防に寄与している。

計 6,718,686円

12.委託料 その他委託料
3,127,125円 人間ドック　175人

人間ドック委託料

脳ドック委託料

30人 18,865円/1件

決算額 備考

7,535円/1件 1,455,500円
樋口病院 2人 14,555円/1件 7,535円/1件 29,110円
新武雄病院

30人 19,765円/1件

計 419人 6,542,115円

織田病院 100人 14,555円/1件

新武雄病院 565,950円
白石共立病院

武雄杵島地区医師会
織田病院

11.役務費 通信運搬費 165,021円 郵送料

節 細節
10.需用費 消耗品費 11,550円 消耗品

3,414,990円 脳ドック　244人

27人 17,765円/1件 7,535円/1件 479,655円

財 源 内 訳

社会保障の充実

5,974

決算書頁

115人 12,615円/1件 7,535円/1件 1,450,725円

115人 17,115円/1件
7,535円/1件

7,535円/1件 592,950円
7,535円/1件 1,968,225円

白石町総合計画 基本計画
健やかで安心できるやさしいまち　【保健・福祉の充実】

基本計画

（人と大地がうるおい輝く豊穣のまち） 2 4

ドック名 医療機関 受診数
委託料単価（特定健診料含む）

委託料
ドック分 特定健診分

決算額

細事業名 人間ドック等事業費

745

所属
住民課

17～18
（予算額） 6,912

6,719
国庫 県費 地方債 その他 一般財源

目   名   称 疫病予防費
保険係

年度 令和２年度 会計 国民健康保険特別会計

款 10 項 1 目 2



単位：千円

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （ ）

第 章 第 節

県費　特別交付金
１　事業概要

　老人保健法による住民基本健診に代わり、平成２０年４月から、高齢者の医療の確保に関する法律に基づく特定健診及び特定保健指導を実施することとなった。

また、特定健診で得られたデータを用い、特定保健指導対象者の選定と階層化を行い、メタボリックシンドローム等の生活習慣病の予防に努めた。

２　事業実績

特定健康診査

（集団健診）

（個別健診） （毎日健診） （ドック）

３　事業効果
被保険者にも自らの健康に関心を持っていただけるとともに、疾病の早期発見、早期治療に資している。

11,530,533円
12.　委託料 その他委託料 9,686,730円 健診委託料

　1.　報酬 非常勤職員報酬 62,613円 受診勧奨通知発送事務

10.　需用費
消耗品費 250,460円 消耗品、未使用採尿キット等医師会支払い分等
印刷製本費 278,080円 住民健診ガイドブック、窓あき封筒等

11.　役務費
通信運搬費 762,021円 受診勧奨及び未受診者勧奨通知郵送料等
手数料 490,629円

実施期間 4月1日～3月31日 実施期間 6月1日～3月31日

節 細節 決算額 備考

集団健診・個別健
診

毎日健診・ドック
1,616人実施場所 県内医療機関

審査支払手数料

受診者数 530人 受診者数 81人 受診者数 419人
実施場所 5カ所実施場所 2カ所

3カ所

実施期間 6月1日～3月31日

12月8日～11日
総合センター

67人29人 48人 586人

12月1日～2日 12月3日～4日
合計

17日間
実施場所 有明公民館 総合センター 有明公民館 ゆうあい館
実施期間 7月20日～22日 10月13日～20日

受診者数 116人 326人

白石町総合計画 基本計画
健やかで安心できるやさしいまち　【保健・福祉の充実】

基本計画
社会保障の充実

（人と大地がうるおい輝く豊穣のまち）

3,209 18
（予算額） 12,205

11,531
国庫 県費 地方債 その他 一般財源

2 4

細事業名 特定健康診査 所属
住民課

目   名   称 特定健康診査等事業費
保険係

財 源 内 訳
決算書頁

決算額
8,322

年度 令和２年度 会計 国民健康保険特別会計

款 10 項 2 目 1
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単位：千円

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （ ）

第 章 第 節

県費　特別交付金
１　事業概要

　老人保健法による住民基本健診に代わり、平成２０年４月から、高齢者の医療の確保に関する法律に基づく特定健診及び特定保健指導を実施することとなった。

また、特定健診で得られたデータを用い、特定保健指導対象者の選定と階層化を行い、メタボリックシンドローム等の生活習慣病の予防に努めた。

２　事業実績

３　事業効果
被保険者にも自らの健康に関心を持っていただけるとともに、疾病の早期発見、早期治療に資している。

875,090円

消耗品費 206,800円 事務用消耗品等

11.　役務費
通信運搬費 27,941円 保健指導及び重症化予防通知郵送料等

69,442円

10.　需用費
印刷製本費 43,197円 保健指導用書籍等

12.　委託料 その他委託料 226,750円 保健指導委託料
データ管理業務手数料、サポートパッケージ

13.　使用料及び賃借料 その他使用料 300,960円 保健指導用ソフト使用料

手数料

節 細節 決算額 備考

積極的支援

875
国庫 県費

対象者 支援終了者 初回のみ 実績評価者

39人 5人 9人 9人

白石町総合計画 基本計画
健やかで安心できるやさしいまち　【保健・福祉の充実】

基本計画
社会保障の充実

（人と大地がうるおい輝く豊穣のまち） 2 4

動機付け支援 127人 50人 36人 21人

住民課

目   名   称 特定健康診査等事業費
保険係

財 源 内 訳
決算書頁

決算額
0 18

（予算額）
875

細事業名 特定保健指導 所属

地方債 その他 一般財源

996

年度 令和２年度 会計 国民健康保険特別会計
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単位：千円

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （ ）

第 章 第 節

県費　特別交付金
１　事業概要

　老人保健法による住民基本健診に代わり、平成２０年４月から、高齢者の医療の確保に関する法律に基づく特定健診及び特定保健指導を実施することとなった。

また、健診機会がない若年層にも健診を実施し、早期から生活習慣病に関する理解を深め、将来的な予防を図る。

２　事業実績

30歳代健康診査

（集団健診）

（毎日健診）

３　事業効果
被保険者にも自らの健康に関心を持っていただけるとともに、疾病の早期発見、早期治療に資している。

10.　需用費
消耗品費 8,800円 消耗品、宛名シール等
印刷製本費 19,800円 住民健診ガイドブック、窓あき封筒等

11.　役務費 通信運搬費 53,960円 受診勧奨及び未受診者勧奨通知郵送料等
12.　委託料 その他委託料 313,337円 健診委託料

計 395,897円

17人 4人 9人 46人

節 細節 決算額 備考

11人

実施期間 6月1日～3月31日
集団健診・毎日健

診
56人実施場所 2カ所

受診者数 10人

受診者数

白石町総合計画 基本計画
健やかで安心できるやさしいまち　【保健・福祉の充実】

基本計画
社会保障の充実

（人と大地がうるおい輝く豊穣のまち） 2 4

3カ所
実施期間 7月20日～22日 10月13日～20日 12月1日～2日 12月3日～4日 17日間12月8日～11日

合計総合センター実施場所 有明公民館 総合センター 有明公民館 ゆうあい館
5人

細事業名 ３０歳代健康診査事業 所属
住民課

目   名   称 特定健康診査等事業費
保険係

財 源 内 訳
決算書頁

決算額
その他 一般財源

396 0 18
（予算額） 619

396
国庫 県費 地方債

年度 令和２年度 会計 国民健康保険特別会計
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